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「市町村財政力分析指標」（東京市町村自治調査会）

経常収支比率 ＝
経常経費充当一般財源の額
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小金井市の行財政改革の成果と課題
（平成９年度～２７年度）

財政効果６９億円、続く危機的な財政状況、将来課題への対応

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H27 

第１次（H9-14年度） 第２次（H14-21年度）※改訂版含む 第３次（H22-27年度）

行革の理念

経常収支比率 【目標】85％【実績】96.1％ 【目標】80％後半 【実績】93.4％ 【目標】80％後半【実績】90.8％

① 公平・公正な市民サービス
② 簡素で効率的な行政運営
③ 財政基盤の強化

「質の行革」を通じた市行政の転換
① 市民参加・一層開かれた市政
② 簡素で効率的な行政運営
③ 公平・公正な市民サービス
④ 財政基盤の強化
⑤ 組織の活性化と人材育成

市民協働・公民連携
① 人材・組織改革
② 行政経営改革
③ 財政・財務改革
④ 行政サービス改革

職員数 【目標】197人減【実績】205人減 【目標】131人減 【実績】94人減 【目標】661人 【実績】691人

人件費比率 － 【目標】26市平均以下【実績】平均＋2.4％ 【目標】（同左）【実績】平均＋0.8％

財政効果 【目標】16.1億円【実績】24.9億円 【目標】17.1億円 【実績】32.5億円 【目標】2.8億円【実績】11.6億円

次代の課題 健全で強固な財政基盤の確立
市民サービスの維持・向上のための

自律した行政経営の確立
危機的な財政状況の打開
将来課題への対応

年度

行財政改革

資料４



」 資料５

Q30小金井市のこれまでの行財政改革の取組について、自分でどの程度理解している

か

回答者自身の行財政改革の取組に対する理解度について、「あまり理解していない」

もしくは「全く理解していない」との回答が半数程度となっている。

十

おおよそ理解してい
る４３．５％

(n=658）

あまり理解していな
い４４．７％

Q３２行財政改革の取組について、自分自身で取り組んだ実績はあるか

回答者自身の行財政改革の取組に対する実績について、「取り組んだことはない」

との回答が、７割程度となっている。

取り組んだことは
ない６９．９％

綱が
％

(n=658）

＝

職員アンケート調査結果（抄）（小金井市行政診断報告書ｐ､７８．７９）
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●平成29年度一般会計予算要求の状況(平成28年11月１０日現在）

(単位:百万円）【歳出】○性質別 (単位:百万円）

(単位:百万円）

※財政調轄基金繰入金･繰越金･臨時財政対策債を除いた場合

※人件費のうち職員人件費(退職手当除く)については､１１月１日現在の在籍者数を遮準とす
るため､現在仮要求(前年同額)の状況

○ 目的 別（単位:百万円）

項目 婆求額
参考

前年度予騨額

民生藍

衛生費

労働費

牒林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公償費

諸支出金

予備饗

19,505

4,384

1５

6４

1７８

5,045

1,541

3,812

2,691

4７

5０

１８,''1０

4，１１．１

１５

４４

1７９

6，１１５

1,762

3,169

2,683

5７

3６

合計 41,484

協会費

総務費

377

3,775

375

3,515

40,204

項目

人件費

扶助費

公悩費

物件藍

維持補修費

補助費等

祇立金

投資及び出資金貸付金

繰出金

投資的経費

予備費

合計

実施計画額

Ａ

6,445

10,207

2,702

7,060

1７５

5,113

390

4,350

3,570

０

'10.013

要求額

Ｂ

6,287

9,993

2,691

7,267

678

6,505

397

１

4,344

3，２７１

5０

４１，４８４

差引

Ｂ－Ａ

△１５８

△２１４

△１１

207

503

1,392

７

０

△６

△２９９

5０

１，４７１

参考

前年度予算額

6,289

9,663

2,684

6,751

1８３

5，１１３

232

4,153

5,0

3６

10,204

項目

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交,付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国都支出金

寄附金財産収入

繰入金

Ｆ７５うち財政調整基金繰入金

繰越金

諸収入

市債

｜うち臨時財政対策償うち臨時財政対策償

合計

実施計画額

Ａ

20,570

1６１

１４１

286

1７７

2,400

7８

5５

5０

1２

3‘１６

890

1２，４３８

4８

１，０５０

630

500

270

5４１

０

40,013

要求額

Ｂ

20,570

1６１

1４１

２８６

1７７

2,400

7８

5５

5０

1２

437

874

12,045

1２

1,079

630

500

1９９

443

０

39,519

差引

Ｂ－Ａ

０

０

(）

０

０

０

０

０

０

０

9１

△１６

△３９３

△３６

2９

０

(）

△７１

△９８

０

△４９４

参考

前年度予算額

20,558

1６１

6２

3４１

2０１

2,363

7８

5５

5０

1２

346

888

12,845

1９

945

500

440

2０１

639

０

40,204

歳入要求額

歳出要求額

差引

39,519

41,484

△1,965

差引 △3,095



 

 

 

 

公共施設等の更新費用について 

 

１ 公共施設等の将来更新費用推計 

 

建築系公共施設と土木系公共施設を合算した公共施設等の将来更新費用の総額は約 1,497 億

円であり、1年当たりの平均額では約 43億円が必要となります。 

本市における直近 5 年間（平成 22 年度から平成 26 年度まで）の公共施設等に係る工事請負

費の年平均額は約 15 億円であるため、更新費用に充当可能な財源の見込み額は毎年 15 億円で

あると仮定します。 

以上のことから、現在保有している全ての公共施設等を更新し続けるためには、充当可能な

財源見込み額に対して、約 2.9倍の更新費用が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

図 １ 公共施設等の更新費用推計（公共施設及び土木系公共施設）         

 

小金井市公共施設等総合管理計画（案）から抜粋 
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資料７  

３５年間の更新費用総額：１,４９７億円（年平均４３億円） 

（億

円） 

2.9 倍 

工事請負費実績 

更新費用の年平均額約 43億円に対し

て公共施設等の工事請負費の実績は

約 15億円程度であり、約 2.9倍の差

異が生じる見込みです。 

（赤色実線：更新費用年平均額、 

緑色点線：工事請負費実績値） 



市名 平成２６年度末現在残
市民一人
当たり

順位 平成２７年度末現在高見込

武 蔵 野 市 ○ 142,138 36,471,980,156 256,596 1 34,759,294,399 15 84.7 1

三 鷹 市 182,092 11,872,022,425 65,198 6 10,397,586,425 7 86.4 3

府 中 市 254,551 52,417,522,955 205,921 2 53,793,314,112 18 85.6 2

昭 島 市 ○ 112,727 10,728,437,435 95,172 4 11,414,927,000 14 92.3 6

調 布 市 224,191 16,283,996,928 72,634 5 12,640,751,133 17 86.7 4

小 金 井 市 ○ 117,427 4,832,244,174 41,151 10 5,672,638,224 14 94.5 10

小 平 市 186,958 10,643,621,686 56,931 7 9,919,421,686 16 93.9 8

国 分 寺 市 ○ 119,379 4,271,631,060 35,782 11 5,743,083,060 15 93.7 7

東 久 留 米 市 ○ 116,494 5,348,266,361 45,910 8 5,738,025,658 17 94.3 9

多 摩 市 ○ 147,486 18,158,024,933 123,117 3 17,891,688,933 13 91.3 5

西 東 京 市 198,267 8,612,716,122 43,440 9 6,230,246,000 17 96.1 11

　※　平成２７年度末現在高見込については、９月補正予算（見込）額を反映させた額

　　　（調布市については６月補正予算後の額、武蔵野市及び小平市については当初予算額）

　※　人口は、平成２７年１月１日時点の住民基本台帳人口

　※　「○」は類似団体

近隣市及び類似団体における基金残高の総額等について

単位：人、円、％

人口
基金残高総額

基金総数

経常収支
比率（平
成２６年
度）

順位

資料８
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